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国資料
P-44
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国資料
P-46
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国資料
P-47
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国資料
P-48
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国資料
P-49
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国資料
P-52



【参考】省エネ基準適合義務化

43

※詳細は１０月24日、１１月６日に開催する「改正建築物省エネ法講習会」
で説明します。

改正建築物省エネ法の概要

44

国資料
P-55



省エネ基準適合義務の対象

45

国資料
P-60一部変更

増改築時の省エネ基準適合

46

国資料
P-61



適用開始時期

47

国資料
P-62

建築物省エネ法（省エネルギー基準）

48

国資料
P-64



建築物省エネ法（住宅における外皮性能）

49
※地域区分はスライドP39参照

国資料
P-65

49

建築物省エネ法（一次エネルギー消費性能）

50

国資料
P-66



建築物省エネ法（基準への適合方法・手続き）

51
※地域区分はスライドP39参照

国資料
P-67

51

建築物省エネ法（省エネ基準に基づく評価方法（戸建て住宅））

52

・省エネ基準適合の確認方法として、２種類のルートが設けられている。
・計算ルートの場合は、省エネ適合性判定が必要となり、仕様基準ルートのように審査が比較的容
易な場合は、建築確認において審査が行われる。



建築物省エネ法（基準への適合方法・手続き）

53

国資料
P-68

住宅性能評価等を活用した省エネ基準適合の審査手続きの合理化

54

国資料
P-69



建築物省エネ法（住宅の仕様基準について）

55

・建築物省エネ法における住宅の省エネ基準では、省エネ計算を行わず省エネ性能（省エネ基準・
ZEH水準）への適合を簡易に確認できる方法として仕様基準が定められており、各地域におけ
る気候特性に対応した「仕様基準ガイドブック」が作成されている。
・この仕様基準を用いる場合は、建築確認手続きにおいて「省エネ適合性判定」が不要となる。

住宅ローン減税の申請時
に活用可能

【参考】地域区分

56

市町村地域の区分
若桜町、日南町、日野町４

倉吉市、智頭町、八頭町、三朝町、南部町、江府町５

鳥取市、米子市、境港市、岩美町、湯梨浜町、琴浦町、北栄町、
日吉津村、大山町、伯耆町

６

仕様基準の数値等



３ 施行日前後の取扱い

57

改正建築基準法の施行日前後における規定の適用に関する留意事項

58

国資料
P-20



改正建築基準法の施行日前後における規定の適用に関する留意事項

59

国資料
P-21

改正建築基準法の施行日前後における規定の適用に関する留意事項

60

国資料
P-22



壁量基準等の経過措置の適用に関する留意事項

61

国資料
P-23

改正建築基準法の施行日前後における規定の適用に関する留意事項

62

国資料
P-24



改正建築基準法の施行日前後における規定の適用に関する留意事項

63

お願い事項

64

確認済証の交付：３月３１日以前
工事着手 ：３月３１日以前

 ３月は確認申請窓口が込み合うことが予想されますので、
余裕をもって確認申請のご提出をお願いします。

申請状況によっては３月中に確認済証の交付ができず、４
月１日以降に審査がずれ込む場合があります。その場合は、
改正法の適用になり、構造等の４号特例の部分の確認が必
要になります。

工事着手がわかる資料の整理をお願いします。

確認済証の交付の時期と工事着手日によって手続きが
異なります。

都市計画区域内の場合

4/１

工事
着手

申請 確認
済証



お願い事項

65

確認済証の交付：３月３１日以前
工事着手 ：４月１日以降

 ３月以前に４月１日以降の工事着手で確認申請を提出する
場合、構造等の４号特例の部分について確認申請時に確認
する場合がありますので、改正後の法適合性について、あら
かじめ窓口に相談をお願いします。

省エネ基準を仕様規定等以外で省エネ計算による場合は、
４月１日以降に適合性判定の申請が必要となり、計画変更
もしくは完了検査申請時に副本等の提出が必要です。

改正法への適合を計画変更または完了検査時に確認でき
ない場合は、検査済証等を交付することができません。

 ５月以降の着手のものは、年度内は窓口が込み合うことか
らなるべく４月１日以降に申請をお願いします。

都市計画区域内の場合
4/１

工事
着手

申請 確認
済証

お願い事項

66

確認申請の提出：４月１日以降
工事着手 ：４月１日以降

申請様式は、改正後の様式でご提出をお願いします。
法定審査期間は３５日ですので、工事着手の３５日前までに
申請をお願いします。

省エネ基準を仕様規定等以外で省エネ計算で適合させる場
合は、適合性判定の申請が必要です。

構造の経過措置の適用を受ける場合も、構造関係書類の添
付が必要です。

手数料が改正された場合、改正後の金額で納付ください。
都市計画区域外で４月上旬に着工したい場合は、３月以前
に申請はできませんので、提出予定の確認申請窓口・省エネ
適合判定機関等に事前相談の上、申請をお願いします。

都市計画区域内・区域外の場合

4/1

工事
着手

申請 確認
済証



【参考】工事の着手

67

工事の着手の時点

一般的には「杭打ち工事」「地盤改良工事」「山留め工事」又は「根切り工事」に係
る工事が開始された時点です。

完了検査等で着工日を確認する場合がありますので、改正法施行日をまた
ぐ工事の場合、検査員等に資料が求められた際に提出ができるよう、着工日
の確認できる資料の準備をお願いします。（例 着工日のわかる工事看板入り
の工事写真、工程表等）

工事の着手に該当しない行為

• 地盤調査のための掘削行為、ボーリングの実施
• 現場の整地、やり方
• 地鎮祭の挙行
• 現場の仮囲いの設置
• 現場事務所の建設
• 既設建築物の除却
• 現場への建設資材、建設機械の搬入
• 工事請負契約書の締結

【参考】国の今後のスケジュール

68



【参考】改正法施行に向けた国土交通省のスケジュール（予定）

69（国の改正建築物省エネ法・建築基準法の円滑施行に関する連絡会議資料から抜粋）

開催予定

７/29

【参考】国が実施する説明会等

70

公開中

実施中

受付中

建築士事務所と建設業許
可（建築一式工事）を受
けた事業者にDM発送

受付中



【参考】改正法施行に向けた国土交通省のスケジュール

71

＜国実施の講習会＞
建築基準法・建築物省エネ法設計等実務
講習会
• 令和6年度は令和6年度公布の省令/告示の概
要、建築確認申請・省エネ適判申請時における
注意点などについて開催。

• 同様の内容についてオンライン講座を受けら
れるサイトを開設予定（現在のオンライン講習
サイトを更新）

※全国47都道府県で開催

鳥取会場（各回定員850名）
日時：令和６年11月14日(木)

10:00-12:30 14:00-16:30の２回

会場名：鳥取市民会館 大ホール
会場住所：鳥取県鳥取市掛出町12

島根会場（各回定員1200名）
日時：令和６年11月15日(金)

10:00-12:30 14:00-16:30の２回

会場名：島根県民会館 大ホール
会場住所：島根県松江市殿町158

４ 検査済証のない建築物の増築等について

72


